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１．はじめに
前回は、中国商標法第１章「総則」

から共同出願および共有の商標権につ

いて定めた５条を紹介した。今回は、

外国人等の出願および商標国際登録の

規定について解説するとともに、マド

リッド議定書による中国を指定する出

願に関し、マドリッド議定書特有の問

題について争われた事件を紹介する。

２．中国商標法17条
「外国人または外国企業が中国に商

標出願をする場合、その所属国が中華

人民共和国と締結した取り決めもしく

は相互に加盟する国際条約、または相

互主義の原則によって取り扱わなけれ

ばならない」

中国における商標出願を外国企業等

が行った場合、国際条約および相互主

義の原則に基づいて、取り扱われる旨

が規定されている。

３．中国商標法21条
「商標の国際登録は、中華人民共和

国が締結または加盟した関連の国際

条約に確立された制度によるものと

し、具体的な規則は国務院が規定す

る」

中国は早くからマドリッド協定に加

盟しており、マドリッド議定書につい

てもアジアでいち早く加盟した国で、

1995年12月１日に発効している。ま

た、日本同様、18カ月以内に拒絶通

報をWIPO（国際事務局）へ通報する

旨や、個別手数料を受領する旨を宣言

した加盟国の一つである。

商標法17条、21条ともに、2019年

11月１日施行の第４次改正中国商標

法において特に変更はない。

４．商標拒絶査定行政紛争事件
〈（2018）最高法行再26号〉

（１） 審決までの事件の経緯

国際登録第1221382号商標（以下、

係争商標）は、パルファン･クリスチャ

ン･ディオール（以下、ディオール社）

により2014年４月16日にフランスで

出願された商標であり、国際登録日は

2014年８月８日である。

マドリッド議定書等の関連規定に基

づき、ディオール社はWIPOを通じて、

中国、オーストラリア、デンマークな

どを指定国とし、第３類の「香水」な

どを指定した国際商標出願を行った。

人民法院：最高人民法院
判決日：2018年４月26日

【当事者】
再審申請人（一審の原告、二審の控訴人）：パルファン･クリスチャン･ディオール
再審被申請人（一審の被告、二審の被控訴人）：国家工商行政管理総局商標評審委員会

【係争商標】
国際登録番号：1221382
出願日：2014年11月６日
国際登録日：2014年８月８日 
存続期間満了日：2024年８月８日 
区分：第３類

当事者および係争商標

第32回の本稿では、中国商標法第１章「総則」から、外国人等の
出願について定めた17条、商標の国際登録について定めた21条を
取り上げるとともに関連する事件を紹介する。

中国商標法17条、21条と外国人等の出願および商標の国際登録
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●出願の内容

国際登録で指定された商標の種類

は、「立体商標」である。商標の具体

的な形態は、先の細く長く伸びた「８」

のような形状であり、上部は小さい球

形、下端は楕
だ

円
えん

形で、瓶は金色に装飾が

あるといった内容が、記載されている。

●拒絶通報

2015年７月13日、国家工商行政管理

総局商標局（以下、商標局）はWIPO

に「係争商標は顕著な特徴に欠けるた

め、すべての指定商品において、中国

における保護を拒絶する」と拒絶通報

を行った。

（２） 商標評審委員会

ディオール社は、国家工商行政管理

総局商標評審委員会（以下、商標評審

委員会）に拒絶不服審判を請求した。

しかし、同委員会は請求内容を認めず、

商評字（2016）第13584号決定書（以

下、584決定書）において、係争商標は、

瓶からなる図形で、これを商標として

第３類の「香水」などの商品に使用す

ると、消費者は商標として認識しにく

く、商標としての顕著な特徴に欠ける、

との判断を示した。

（３） 一審

●ディオール社の主張

ディオール社は、前記判断を不服と

して、北京知的財産法院に訴訟を提起

した。主たる理由は、以下のとおりで

ある。

　・ディオール社は拒絶不服審判の

際、商標評審委員会に係争商標が立体

商標である旨を記載した書類を提出し

たが、そのことについて審理されてい

ない

　・係争商標は独自のデザインであ

り、顕著な特徴がみられる

　・係争商標はディオール社の宣伝や

使用によっても顕著性を獲得している

●一審の判断

一審は、「係争商標には一定の特徴

があるが、関連公衆は普通、係争商標

を商品の容器と見なして、この瓶を商

標として識別することはできないた

め、係争商標は商標としての顕著な特

徴を有さず、商標として登録できる顕

著性に欠ける。

2014年５月１日に施行された『中

華人民共和国商標法実施条例』（以下、

商標法実施条例）の13条と43条の規

定によれば、立体標章を商標として出

願するかどうかは、ディオール社が自

ら商標局に説明する義務を負ってい

る。しかし、ディオール社は、商標局

に提出した申請書のなかで、そのこと

について説明していなかった。仮に、

商標局に関連資料が提出されたとし、

係争商標を立体商標として審査したと

しても顕著性を欠く」とした。

（４） 二審

敗訴後、ディオール社は北京市高級

人民法院に控訴したが、また敗訴と

なった。

●指定国での関連資料の要求

商標法実施条例13条３項、43条に

よると国際商標登録を行う場合であっ

て、立体標章、色の組み合わせ、音声

標章について商標としての保護または

団体商標、証明商標としての保護を要

求する場合、国際登録簿の登録日から

３カ月以内に、法により設立された商

標代理機構を通じて、商標局に法定の

関連資料を提出しなければならない。

上記期間内に関連資料を提出しない場

合、商標局は申請を却下する旨を規定

している。

●二審の判断

ディオール社は、WIPOの国際登録

簿の登録日から３カ月以内に、商標局

に、係争商標が立体商標である旨を説

明したり、三面図を提出したりしてお

らず、拒絶不服審判段階に至って初め

て補充理由書に立体商標であることを

明記し、三面図を提出した。よって、

商標局が係争商標を一般の図形商標と

して審査した対応に誤りはない。係争

商標は、ある程度特徴があるが、商品

の出所を区別する役割を果たしにくい

ため、商標法11条に規定される商標

として登録できないものである。

ディオール社が提出した証拠は、同

社の「j'adore」シリーズの香水が中国

市場で広く販売されていることを証

明している。しかし、関連公衆が指定
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商品である「香水」などの商品につい

て、商品の出所を示す標識として係争

商標を認識することができ、係争商標

が顕著な特徴を有していることは証明

できていない、とした。

（５） 再審

最高人民法院は、2018年４月26日

に一審判決および二審判決を取り消

し、商標評審委員会に差し戻した。

①584決定書は法定手続きに違反する

か否か

結論：違反する。

ア．584決定書に関する判断

当院は以下のとおり判断する。

　・584決定書、商標評審委員会の答

弁、商標局の拒絶通報等はいずれも係

争商標を図形商標として扱った。

　・係争商標の国際登録情報には係争

商標の種類は「立体商標」であると明

確に記載されており、しかもそれが具

体的に説明されている。

　・係争商標は立体商標ではないとい

う証拠がない限り、係争商標の国際登

録情報における商標の種類の記載は、

係争商標が立体商標であると声明する

ものと見なすべきである。加盟国の指

定にあたって、WIPOが商標局に転送

した出願の情報は、これと一致してお

り、商標局は上記の情報を知るべきで

あったと合理的に推測することができ

る。

　・商標局は、WIPOから転送された

出願の情報に基づいて、中国での保護

が認められるか否かを決定する。

　・前出の証拠によると、中国で保護

を求める係争商標は「立体商標」であ

る。商標局に記録され、商標局および

商標評審委員会が審査の前提とした

「一般の図形商標」ではない。

ディオール社が商標局に提出した申

請書では、係争商標は立体商標である

ことが説明されていないとする一審人

民法院の認定は、商標の国際登録の手

続きに反する。

商標局の拒絶通報および584決定書

の事実認定には誤りがあり、本院はこ

れを是正する。

イ．584決定書は法定手続きに違反す

るか否か

商標法実施条例52条１項の規定に

より、商標評審委員会は、拒絶不服審

判を審理する際、商標局の拒絶通報お

よび請求者の請求事実、理由、請求事

項および審査時の事実状態について審

理を行わなければならない。商標評審

委員会は、係争商標が指定した色の立

体商標であると指摘され、三面図が追

加された後も、係争商標を「図形商標」

として審理した。その行為は法定手続

きに違反していると、ディオール社は

主張している。これについて、当院は

以下のとおり判断する。

　・ディオール社は拒絶不服審判請求

書に、係争商標は指定色の立体商標で

あることを明記していた。

　・係争商標は国際登録であるため、

ディオール社は商標局に説明すること

ができず、補正の機会を得ることもで

きなかった。

　・ディオール社は不服審判におい

て、商標評審委員会に係争商標の三面

図を提出した。しかし、商標評審委員

会は商標局の却下決定の根拠となる関

連事実について誤りがあるかどうか確

認せずに、係争商標を「図形商標」と

して審査し、ディオール社の不服審判

請求を認めなかった。

これは、法定手続きに違反するもの

である。商標局の再審機関として商標

評審委員会は、ディオール社が不服審

判請求の理由を明確に提出し、その主

張に関する証拠を提示した場合、係争

商標の実態に基づき、商標局の係争商

標の種類に対する誤った認識を是正し

なければならない。

そのうえで、商標局、商標評審委員

会は、規定に基づいて、立体商標とし

て、係争商標に顕著な特徴があるかど

うかなどを改めて審査しなければなら

ない。

マドリッド協定および議定書の主な

目的は、国際協力のメカニズムを確立

し、商標国際登録手順を整備し、登録手

続きを減少させて簡略化し、出願人が

必要な国において商標保護を最低のコ

ストで得られるようにすることにある。
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慮しなければならないと考える。

ア．使用によって獲得された顕著性

特に係争商標が中国市場に進出する

経緯、本件証拠が証明できる実際の使

用と宣伝の状況、およびそれによって

商品の出所を識別する機能が生じる可

能性を考慮すべきである。

イ．審査基準の一貫性

商標審査および司法審査は、個別案

件の状況を考慮しなければならない

が、審査の基本的な根拠はいずれも商

標法および関連行政法規の規定であ

り、個別審査を理由に法律執行基準の

統一性を無視してはならない。

（６）コメント

マドリッド議定書の利用は、出願人

にとって便利であるが、指定国の商標

審査の要求にも従わなければならな

い。要求に従っていないと判断された

場合、拒絶される可能性もある。

例えば、本件のように中国を指定国

とし、立体商標、色の組み合わせ、音

声商標、団体商標、あるいは証明商標

としての保護を要求する場合、WIPO

の国際登録簿の登録日から３カ月以内

に、法により設立された商標代理機構

を通じて、商標局に要求された関連資

料の提出が必要になる。

代理機構とのやりとりがうまくいか

ずに、必要書類を提出できなかった場

合などは拒絶される可能性が高くな

る。形式的な不備による拒絶査定は、

後に裁判等で覆せるかもしれないが

（ディオール社の商標については最終

的に登録された）、相当な時間と労力

を要するため、要求には期間内に速や

かに対応するのが肝要である。

５．おわりに
本稿では、中国商標法17条、21条

の規定について解説するとともに関連

する事件を紹介した。次回は、本連載

の最終回を予定している。

ディオール社は提出した証拠から、

本件商標国際登録手続きは立体商標の

出願であると示しており、係争商標の

具体的な態様を説明し、三面図も提供

している。ディオール社は、すでにマ

ドリッド議定書等の規定に基づき、商

標出願の国際登録手続きおよび商標法

実施条例13条に規定された手続き等

の義務を果たしている。

出願書類が欠けているという形式的

な要件だけが満たされていない場合、

商標局は、商標国際登録手続きの特殊

性を十分に考慮し、商標法実施条例

40条２項の規定を勘案して、ディオー

ル社に書類を補正する機会を与え、

ディオール社を含む国際商標の出願人

の合法的利益を平等かつ十分に保証し

なければならない。

筆者注：商標法実施条例40条２項

は、「出願手続きが基本的に完備しま

たは出願書類が基本的に規定を満たし

ているが、補正を必要とする場合、出

願人は補正通知書を受け取った日から

30日以内に補正しなければならない。

期間内に補正しなかった場合、商標局

はこれを受理せず、その旨を書面によ

り出願人に通知する」旨規定している。

②係争商標は顕著な特徴を備えている

か否か

結論：差し戻し

当院は、商標評審委員会らは、再審

査において、以下の要因を重点的に考


